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 資料２  

熊本地震の対応における課題や苦労した点 
（リスク対策．com 2016 年５月号より） 

１ 事業継続体制 
 ■夜間の震災発生時の対策本部の立ち上げ、夜間の本部へのメンバー招集に課題。 
 ■従業員の被災により、要員の確保が困難。応援者の受入体制（宿、交通機関等）にも課題。 

■余震が長期間続く中で、施設の復旧作業の前提となる安全をいかに確保するか。何を持って安

全確保の判断をするかが難しい。 
■余震が多く安全を確保できないため倉庫内の物品を出せない状態が続いた。 

 ■物流が遅延した際の製品の出荷方法の確保に課題。 
 
２ 取引先 
 ■取引先の被害状況、稼働状況の把握に時間がかかった。速やかな情報収集が求められる。 
 ■取引先や得意先の被災時の支援体制のあり方に課題。 
 ■取引先が被災した場合の代替の効かない仕入れ製品について在庫備蓄など検討が必要。 
 ■協力工場が被災した際に短期間に復旧させる手立てが必要。 
 
３ 安否確認、従業員対策・備蓄など 
 ■余震が多発した場合の安否確認のタイミングやルールに課題。 
 ■従業員家族や避難者らへの避難スペースの提供体制を決めておく必要がある。 
 ■被災従業員に対する支援物資の迅速な提供（要請物資と数量・配送先の把握、配送手段の確保）

が必要。備蓄の重要性を認識した。 
 
４ 意識 
 ■ＢＣＰ担当者が対処にあたるといった風潮があるが、復旧段階に入れば各部門が中心にならな

ければならないが、温度差がありすぎる。 
 ■職員のＢＣＰに対する認知度が低く、一部の者しか理解していない。 
 
５ 施設・設備 
 ■被災事務所の内装の修繕に時間がかかる。（業者の確保などが重要） 
 ■耐震基準を満たしていても倒壊の可能性があるなら、対策本部を設置する以前に、ビル内にと

どまれるかどうかの判断が求められる。 
 
６ その他 
 ■すぐに全体の被害状況を確認できるシステムが必要（国も県も情報発信が遅かった）。 
 ■事業継続は、平時のフルサービスの提供でない。重要なことは限定的であっても、多少形を変

えてでも途絶えることのないようにすることが大切。 
 ■トイレが使えなくなることをもっと真剣に考えるべき。 
 ■広域物流共助体制の構築が急がれる。 
 ■自治体間、企業間のリエゾン機能が必要。 
 ■同業他社の復旧支援における移動手段・宿泊先・ロジの確保が課題。 
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